
 
福祉事業所における事業継続計画（ＢＣＰ）策定について 

 

1 事業継続計画とは 

地震や風水害、新型インルエンザなどの感染症の流行といった緊急事態に対して、重

要な事業を継続、または早期に復旧するために、予め準備しておく計画です。 

大規模地震が発生すると、経営資源（ヒト〈職員〉、モノ〈施設や設備〉、カネ〈資金〉、

情報といった法人を運営するのに欠かせないもの）を通常時のようには利用できなくな

ります。限られた経営資源の中で、法人の中の事業のうち、継続する必要のある事業と

休止する事業に振り分け、継続する事業においても、継続する業務と休止する業務に分

けます。継続する業務については、被害を受けても実施できるように対策を講じておく

ことで、緊急事態が発生しても業務を続けられます。 

 

２ 事業継続計画の策定効果 

下表は、事業継続計画を策定して実践している場合とそうでない場合で、災害が発生

してから時間の経過とともに操業度（製品供給量、サービス提供量など）がそれぞれど

のように回復していくのかを表したものです。 

 事業継続計画を策定していない法人（青線）では、災害が発生すると操業度がゼロに

なってしまい、その後もしばらく低い水準が続き、サービスの利用者がサービスの提供

を求める最低限の水準（操業度に関わる許容限界）を下回り、また、サービス提供の復

旧を待つことのできる時間（許容される期間、時間に関わる許容限界）よりも長く復旧

に時間を要しています。 

一方、事業継続計画を実践している法人（赤線）では、災害が発生しても操業度が許

容限界を上回る水準を維持しているとともに、許容される期間よりも早く操業度が復旧

します。 

事業継続計画を策定し実践していくことで、青線を赤線に近づけていくことを目指し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
３ 事業計画の策定・運用の流れ 

事業継続計画は、次の図表のような流れで策定・運用していきます。 

Ⅰ．事業継続方針の検討 

法人全体における事業継続計画の基本となる方針を検討します。この方針は、以下の具

体的な計画検討の指針になります。 

 

 

Ⅱ．想定する緊急事態とその被害想定 

どのような緊急事態に対応するのかを決め、その緊急事態が発生すると、職員、施設、

設備といった経営資源やライフラインにどのような被害が出るのかを想定します。 

 

 

Ⅲ．重要な事業の選定と目標復旧時間の決定 

法人の実施する事業のうち、緊急事態が発生したときに優先的に継続または早期復旧し

ていく重要な事業を選び、その事業の目標とする復旧時間（目標復旧時間）を決めます。 

 

 

Ⅳ．目標復旧時間内での復旧可能性の検討 

重要な事業で実施されている業務を洗い出し、その業務に用いられる経営資源が何かを

特定します。洗い出された経営資源が、Ⅱで想定した被害想定にあてはめて、どれだけの

被害を受けるかを検討します。検討の結果、優先度の高い業務を継続、または目標とする

復旧時間内に復旧することができるかどうか、どの程度の水準で業務を実施するのかを検

討します。 

 

Ⅴ．重要な事業の継続や早期復旧対策の検討 

継続しなければならないのに継続できない業務や、目標復旧時間内に復旧できないと判

断された業務について、どのようにして、継続、または目標復旧時間内に復旧するのか検

討をします。 

   

Ⅵ．事業継続計画の文書化 

初動対応マニュアルや事業継続計画書として文書にまとめ、あわせて、Ⅴで検討した今

後行う対策についてもリスト化し、実施管理します。 

 

Ⅶ．事業継続計画の周知・徹底 

まとめた事業継続計画の内容を職員に教育や訓練をして周知、徹底することで、緊急事

態発生時に的確に対応することができるようにします。 

 

 

Ⅷ．事業継続計画の点検・見直し 

事業継続計画の点検や見直しを行うことで、いざという時に本当に役に立つ事業継続計

画とします。 



 
４ 事業継続計画における地域との連携や同業者間連携 

  緊急事態発生時の限られた経営資源で運営をしなければならない状況では、地域との

連携や同業者間の連携は大変有効になります。 

  下表のように情報のやりとりや経営資源の融通などにより不足する経営資源を補うこ

とができ、また、可能であるならば地域貢献活動を行い共助を担うことで地域との関係

が深まりますので、事業継続計画の策定にあたり、地域や同業者間の連携についても検

討してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 策定に向けた取り組み 

緊急事態が発生しても重要な事業を継続または早期復旧するためには、「必要な経営資

源を確保すること」「意思決定や行動に必要な情報の入手と伝達ができること」「的確な

意思決定と迅速な行動をとること」が重要です。 

これらが実践できるよう、厚生労働省が実施した平成 23 年度社会福祉推進事業で「株

式会社浜銀総合研究所」が委託事業として作成した下記の文献を参考に、事業継続計画

の早期策定を行ってください。 

○「福祉事業所における事業継続計画(BCP)策定ガイドライン」災害に強い事業所づくり 

～利用者へのサービスを維持するための地域との連携のあり方～  

○突発的に発生する緊急事態における社会福祉事業の継続に向けたモデル事業継続計画

策定とその普及事業報告 

 

また、感染症が発生した場合であっても、必要なサービスを継続的に提供するために 

は、もしくは、仮に一時中断した場合であっても早期の業務再開を図るためには、業務

継続計画（ＢＣＰ）の策定が重要であることから、令和２年１２月に厚生労働省におい

て、その策定を支援するため、以下の障害福祉サービス事業所等における業務継続ガイ

ドライン等が示されているので、これも参考資料の一つとして、業務継続計画を策定し

てください。 

○障害福祉サービス事業所等における新型コロナウイルス感染症発生時の業務継続ガイ

ドライン 

○新型コロナウイルス感染症発生時における業務継続計画（ひな形） 

（掲載場所）https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html 

 


